
 

 

 
 

適正適正適正適正なななな弁護士人口弁護士人口弁護士人口弁護士人口にににに関関関関するするするする決議決議決議決議 

2007年（平成19年）12月15日 

埼玉弁護士会 

１ 弁護士は，基本的人権を擁護し，社会正義を実現することを使命とし，かかる使命達成のために高度

の自治が保障された。このような崇高な使命と「弁護士自治」のもと，弁護士は，「個人の尊厳」を中核と

する憲法理念を実現すべく諸活動を展開してきた。ところが，２００１年６月１２日付けの司法制度改革審

議会意見書（以下「意見書」という）に基づく政府主導の法曹人口激増により，弁護士・弁護士会は，現

在，深刻な事態に直面している。 

２ 意見書は，我が国の法曹人口の大幅な増加を図ることが喫緊の課題であるとし，司法試験合格者を

直ちに増加させ，２０１０年ころにはその合格者数を３０００人程度とすることにより，おおむね２０１８年こ

ろまでには実働法曹人口を５万人規模とすることを目指すべきだとした。その理由としては，渉外事件や

専門的知見を要する法的紛争の増加，弁護士の地域的偏在是正の必要性などの要因から，今後の法曹

需要は量的に増大し，質的に一層多様化高度化すると予想するとともに，我が国の法曹人口が先進諸

外国と比較して極端に少ないことなどを挙げた。 

３ しかしながら，意見書が公表された後６年を経過した今日，そこでいう各種要因のいずれが法曹需要

を量的に増大させるものか強い疑問を生じさせている。特に，弁護士の地域的偏在の是正についていえ

ば，それに必要な弁護士数は数百人程度で足り，しかも，弁護士人口の増加がかかる偏在解消に直結

するものでないことは，依然として，新規登録者が東京，大阪及び名古屋へ集中している現状からみても

明らかである。とりわけ，意見書は「実際に社会の様々な分野で活躍する法曹の数は社会の要請に基づ

いて市場原理によって決定される」などというが，一般的には，個々人にとって一生に一度あるかないか

という法曹に対する需要が，市場原理というものに馴染まないものであることは論をまたない。のみなら

ず，本来，基本的人権の擁護という使命は，市場原理を強調することによって達成されるべき価値では全

くなく，むしろ，その価値は競争至上主義を本質とする市場原理と真っ向から対立するものといっても過言

ではない。 

  また，諸外国の法曹人口についても，各国の司法制度や法曹需要の状況，とりわけ我が国の司法書

士や税理士等「隣接法律専門職」と類似の制度の有無などの諸要素を比較検討することにより，はじめて

適正な比較が可能となるはずであるが，これまで，司法制度改革審議会や政府において，そのような検

討がなされた形跡は全くない。 

４ この法曹人口の激増は，裁判官・検察官の定員大幅増に繋がらず，もっぱら弁護士人口の急激且つ

大幅な増大に帰着しているが，その結果，司法修習を終了しても既存の法律事務所に就職できない新規

登録弁護士の大量発生という事態に至っている。これに対し，日本弁護士連合会は，全国の会員や企

業，官庁・自治体に対し新規登録弁護士の採用を呼びかけるなどの対処をしてきたが，このまま増大が

続くのであれば，このような対策が早晩破綻するであろうことは想像に難くない。 

５ そもそも，法曹人口問題における本質的課題は，市民の人権を十全に擁護する上で真に必要とする

量の法曹を確保しその質的向上を不断に図ることである。しかしながら，現下の急激且つ大幅な弁護士

人口増大は，このような課題に応えるものでは決してない。むしろ，それは，質の低下をきたすこととなり，

法律専門知識がない故に適正な選択ができない市民に重大な損失を与える危険性があるばかりか，生

活防衛のために人権擁護という使命を果たすことができない弁護士を大量に生じさせることになる虞が極

めて高い。このような事態の招来を，私たちは黙過することは断じてできない。 

そこで，当会は，次のとおり提言する。 

（１）政府は，司法試験合格者数について直ちに見直しに着手するとともに，その適正規 模についての

調査・検証が完了するまでの間，当面，年間合格者数を１０００名程度とすべきである。 

（２）日本弁護士連合会は，政府に対し，２０１０年以降司法試験年間合格者数３０００名という予定の見直

しを求めるとともに，適正な法曹人口についての調査・検証を独自に実施し，法曹人口問題について全国
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の市民に訴え理解を求めるよう努めるべきである。 

  

  以上，決議する。 

   

提案理由提案理由提案理由提案理由 

 

  はじめに 

 一人ひとりの個人を「個人として尊重する」ことを核心とした人権保障の体系である日本国憲法

は，本年５月３日，施行６０周年を迎えた。その憲法のもとで１９４９年９月に施行された現行弁護士

法は，弁護士の使命を「基本的人権を擁護し，社会正義を実現すること」と定めるとともに，かかる

崇高な使命達成のため，弁護士・弁護士会に対し，いずれの国家機関の監督にも服さない高度の

自治を保障した。 

 そしてこれまで，弁護士・弁護士会は，いかなる権力にも厳しく対峙し，諸個人の権利・自由を擁

護するため様々な活動を展開してきた。 

 ところが，現下の政府主導による法曹人口，とりわけ弁護士人口の急激且つ大幅な増大という事

態は，以下に述べるとおり，もはや黙過し得ない深刻な問題となってきている。

1． 司法試験合格者数の推移について 

 司法試験の合格者数は，１９６２年までは概ね年間２００人前後であったが，その後１９６３年より

１９９０年までは概ね５００人前後で推移し，１９９１年以降１９９８年にかけて６００人から８００人程

度，１９９９年以降は１０００人程度と段階的に増加されてきた。 

  その後，１９９９年に内閣のもとに設置された司法制度改革審議会（以下「審議会」という）は，２０

０１年６月１２日，同日付け意見書（以下「意見書」という）を内閣に提出し，そこにおいて，日本の法

曹人口の大幅な増加を図ることが喫緊の課題であるとし，司法試験合格者を直ちに増加させ，２０

１０年ころにはその合格者数を３０００人程度とすることにより，おおむね２０１８年ころまでには実働

法曹人口を５万人規模とすることを目指すべきだとした。 

  内閣は，同月１５日，この審議会の意見を最大限尊重して司法制度改革の実現に取り組むことと

し，速やかにこれを推進するための所要の作業に着手する等との閣議決定を行った。具体的に

は，(1)司法試験合格者数については，２００２年以降１２００人程度とし，２００４年以降は１５００人

程度とし，２０１０年ころには３０００人程度とすることを目指すべき，(2)法科大学院制度を導入し，

司法試験を法科大学院の教育内容を踏まえた新たなものとする，(3)この新司法試験は３回程度の

受験回数制限を設ける等である。 

  その結果，司法試験合格者数は，２００４年以降１５００人前後となり，法科大学院修了第１期生

を輩出した２００６年には，旧司法試験５４９人，新司法試験１００９人，さらに，２００７年には旧試験

２４８人，新試験１８５１人の合格者数となっている（なお，旧司法試験は２０１０年度をもって廃止さ

れる）。 

２．
意見書についての検討 

  意見書の司法試験合格者数大幅増大が必要だとする理由は，主に，(1)渉外事件や専門的知見

を要する法的紛争の増加，弁護士の地域的偏在是正の必要性などの要因から，今後の法曹需要

は量的に増大し，質的に一層多様化高度化すると予想するとともに，(2)我が国の法曹人口が先進

諸外国と比較して極端に少ないことなどである。 

 しかし，意見書が公表された後６年を経過した今日，そこでいう各種要因のいずれが法曹需要を

量的に増大させるものか強い疑問を生じさせている。 

 意見書は，今後，渉外事件や専門的知見を要する法的紛争が増加すると予想しているが，例え

ば，専門的知見を要する法的紛争の典型である知的財産権訴訟の地方裁判所における新受件数

について見ると，１９９４年度が４９７件，１９９７年度が５６３件と増加傾向にあったが，その後２００５

年度５４１件，２００６年度５４２件という具合である。 

 弁護士の地域的偏在の是正についていえば，依然として，新規登録弁護士が東京，大阪及び名

古屋の３大都市圏へ集中している ことからして，弁護士人口の増大が弁護士の地域的偏在解消

に直結するものでないことは，もはや明らかとなってきているといえる 。加えて，かかる偏在解消に

必要な弁護士数は，数百人程度で足りる のであるから，そもそも，この問題自体が弁護士人口増

大の理由となり得ないものだったのである。 

 また，意見書は，「実際に社会の様々な分野で活躍する法曹の数は社会の要請に基づいて市場

原理によって決定される」という。しかしながら，幾多の商業店舗が日常的に利用する市民自身の

選別によりその優劣が決せられ，淘汰されるということが市場原理なるものの典型なのであって，

一般的には，個々人にとって一生に一度あるかないかという法曹に対する需要が，本来的に，この

ような市場原理というものに馴染まないものであることは論をまたない。のみならず，我々弁護士に

課せられた基本的人権の擁護という使命は，市場原理を強調することによって達成されるべき価

値では全くなく，むしろ，その価値は，競争から脱落し，あるいは社会から排除された弱者の人権主
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体性を回復することにこそあるのだから，競争至上主義を本質とする市場原理と真っ向から対立す

るものといっても過言ではないはずである。 

 さらに，諸外国の法曹人口についても，各国の司法制度や法曹需要の状況，とりわけ我が国の

司法書士や税理士等「隣接法律専門職」と類似の制度の有無などの諸要素を比較検討することに

より，はじめて適正な比較が可能となるはずであるが，これまで，審議会や政府において，そのよう

な検討がされた形跡はない。 

 因みに，隣接法律専門職の人口について見ると，司法書士は１８，８０２人（本年９月１日現在），

税理士は７０，７６８人（同年９月末日現在），弁理士７，３５３人（同年８月末日現在），土地家屋調

査士１８，１４６人（同年４月１日現在），社会保険労務士３１，４６８人（同年４月末日現在），行政書

士３９，４８５人（同年８月末日現在）で，合計２１０，３２８人となる（なお，公認会計士は２３，１９５人

（２００６年１２月現在）である。  

３． 弁護士人口の激増 

（１）裁判官・検察官の定員数の推移 

 裁判官定員（簡易裁判所判事を除く）は，１９４６年度は１，２３２人であったが，その後１９５０年度

１，５３３人，１９６０年度１，６８７人，１９７０年度１，８３８人，１９８０年度１，９５６人，１９９０年度２，

０１７人，２０００年度２，２１３人と推移し，２００６年度で２，５３５人となっている。 

 また，検察官定員（副検事を除く）は，１９４６年度は６０８人であったが，その後，１９５０年度９３０

人，１９６０年度１，０４４人，１９７０年度１，１３２人，１９８０年度１，１７３人と推移してきたが，以降１

９９４年度までこの１，１７３人で変化がなく，１９９５年以降ようやく定員数は漸増され，２０００年度

で１，３４５人，２００６年度では１，５９１人となっている。 

（２）弁護士人口の激増 

 弁護士人口は，１９４６年度時点で５，７３７人，１９５０年度５，８６２人，１９６０年度でも６，４３９人

であったが，その後，１９７０年度８，８８８人，１９８０年度１１，７５９人，１９９０年度１４，１７３人と，

概ね年間２５０人前後増加してきた。ところが，２０００年度には１７，７０７人，その６年後の２００６年

度においては２２，０５６人となっている。 

 また，２００７年４月時点では２３，４１５人となっているが，同年度中には，さらに２０００人以上の

新規登録が確実なので，２００８年４月時点では２５，０００人を優に超えることが予想される。

４． 事件数の推移 

 最近の裁判所における新受事件数を見ると，民事・刑事ともに２００３年度前後がピークであり，

その後は漸減傾向となっている。 

 例えば， 

(1)第一審民事通常訴訟事件の新受件数は，１９９０年度１０６，８７１件，２０００年度１５６，８５０

件，２００３年度１５７，８３３件，２００４年度１３８，４９８件，２００５年度１３２，６５４件，２００６年度１

４８，７６７件 である。 

(2)破産事件の新受件数は，１９９０年度１２，４７８件，２０００年度１４５，８５８件，２００３年度２５１，

７９９件，２００４年度２２０，２６１件，２００５年度１９３，１７９件，２００６年度１７４，８６１件と推移して

いる。 

(3)刑事事件の地方裁判所新受人員数は，１９９０年度６３，７６３人，２０００年度９４，１４１人，２００

３年度１１１，８２２人，２０００４年度１１３，４６４人，２００５年度１１１，７３０人，２００６年度１０６，０１

６人である。 

５． 日本弁護士連合会の対応 

 審議会は，２０００年１１月に発表予定としていた「中間報告」のための「とりまとめ」を同年８月に

発表したが，そこでは法曹人口について，検討中の法科大学院構想を含む新たな法曹養成制度

の整備状況を見定めつつ，計画的に，できるだけ早期に年間３０００人程度の新規法曹の確保を

目指すこととしていた。 

 これを受け，日本弁護士連合会（以下「日弁連」という）は，同年１１月１日の臨時総会において，

「法曹人口については，法曹一元制の実現を期して，憲法と世界人権宣言の基本理念による『法

の支配』を社会の隅々にまでゆきわたらせ，社会のさまざまな分野・地域における法的需要を満た

すために，国民が必要とする数を，質を維持しながら確保するよう努める」とする決議を採択した。 

 その後は前述のとおり司法試験合格者数が激増してきているのであるが，これは，上述のとお

り，裁判官・検察官の定員大幅増には繋がらず，もっぱら弁護士人口の急激且つ大幅な増大に帰

着している。その結果，司法修習を終了しても既存の法律事務所に就職できない新規登録弁護士

の大量発生，勤務弁護士の給与水準の大幅低下などという事態に至っている。 

 これに対し，日弁連は，全国の会員や企業，官庁・自治体に対し新規登録弁護士の採用を呼び

かけるなどの対処をしてきた。 

 その一環として，日弁連は，昨年，企業や自治体等に対する弁護士需要アンケートを実施した

が，２００６年１１月６日現在において，対象とした国内企業３７９５社のうち，回答は１０１９社で，そ

のうち弁護士の採用を考えていると回答したのが４９社（アンケート対象企業の1.2％）で，今後５年

間の採用予定数は４５名～１２０名という結果であった。また，外資系企業１４５７社のうち，回答は

２０２社，採用予定ありが１１社（0.7％）で，５年間の採用予定数は１３名～３０名，地方自治体８４９

機関のうち，回答３６９機関で，７機関が採用予定ありと回答した（0.8％）が，今後５年間では０名～
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７名，中央官庁４６省庁のうち回答２８省庁で，５省庁が採用予定あり（10.8%）で，今後５年間では４

２名～５０名超という結果であった。全体で見ると，対象数６１４７のうち７２が採用予定ありというこ

となので，１．１％にとどまる 。 

 さらに日弁連は，本年１２月６日の臨時総会において，司法修習を終えて弁護士である会員にな

った者であって，修習を終えてから満２年を経過しない者の同会会費を月額７０００円の半額にする

という会則改正案を提案した。これは，「近時，司法修習生の人数が増加し，新規登録弁護士数も

多くなってきた。一方で，修習直後の弁護士について，勤務弁護士の給与水準は低下傾向にある」

との現状認識を理由とするものである。しかしながら，この提案は，かかる給与水準低下傾向につ

いての真摯な原因究明や検証をした様子もなく出されたものであり，他方で，このような会費減額

程度では，新規登録弁護士の経済状態改善のための抜本的解決になど到底ならないものといわ

ざるを得ない。 

 今後，２０１０年に司法試験合格者数が３０００人程度となり，その後も同程度で推移した場合の

弁護士人口は，２０１０年度３１，０９９人，２０２０年度５４，８４５人，２０３０年度７８，９２５人，そし

て，２０３８年度９７，３０３人と推計されている 。 

 今，日弁連に真に求められているのは，直ちに「司法試験合格者数３０００人」という閣議決定路

線の検証に取り組むことである。 

６． 弁護士会内の動き 

（１）中国弁護士会連合会の２００７年１０月１２日大会決議 

 中国弁護士会連合会は，広島，岡山，山口，島根及び鳥取の各単位弁護士会からなる連合会

で，その会員数は６８７人（本年４月現在）であるが，本年１０月１２日の定期大会において，次のと

おり，司法試験合格者数を適正水準まで削減すること等を求める決議を採択した。 

 内容は，「司法試験合格者の大幅増員は弁護士志望者の就職難並びに法曹の質の低下をもた

らすおそれが大であるから，法曹に対する需要の予測と司法試験の合格水準の検証を行い，速や

かに司法試験合格者数を適正水準まで削減するよう関係各機関に求める。」等というものである。 

（２）中部弁護士会連合会の２００７年１０月１９日大会決議 

 中部弁護士会連合会は，愛知，三重，岐阜，金沢，富山及び福井の各単位弁護士会からなる連

合会で，その会員数は１４７７人（本年4月現在）であるが，本年１０月１９日の定期大会において，

次のとおり，司法試験合格者数の見直し等を求める決議を採択した。 

 内容は，「日本弁護士連合会は，司法試験年間合格者数３０００人の前倒し実施およびさらなる

大幅な合格者数増員の検討に対して，毅然として反対すると共に，３０００人増員計画自体を見直

し，国民の需要に見合った適正な法曹人口政策をとるよう，政府並びに国民に対して訴える活動を

開始するべきである。」等というものである。

７． 結政府の動き 

 鳩山邦夫法務大臣は，本年１０月１９日，衆院法務委員会での法相就任挨拶の中で，現在の政

府の司法試験合格者「３０００人」という方針を説明した上で，「その後の将来的な法曹人口の在り

方については，我が国の経済社会の法曹に対するニーズの観点，法曹の質の確保の観点，『３００

０人では多すぎるのではないか』という観点から，検討すべき問題であると考える」と述べた 。 

 また，同法相は，最近発売された週刊誌のインタビューにおいて「１５００人」程度が適当ではない

かという趣旨の発言もしている。

８． 人口推移予測 

 日本は，今後，「少子高齢化」が一層進むとともに，出生率のさらなる低下に伴い人口も減少する

といわれている。因みに，２００５年の人口は約1億２７７６万人で６５歳以上の人口は約２５７６万人

（人口構成比２０．２％）であったが，２０２０年は人口約1億２２７３万人，６５歳以上約３５８９万人

（同２９．２％），２０３０年は人口約1億１５２２万人，６５歳以上約３６６７万人（同３１．８％），そして，

２０５０年になると人口９５１５万人，６５歳以上３７６４万人（同３９．６％）と推計されている 。

９． 以上から，「年３０００人の増員」は，理論的にも現実的にも根拠がないものと考える。

10．
そもそも，法曹人口問題における本質的課題は，個人・市民の人権を十全に擁護する上で真に必

要とする量の法曹を確保しその質的向上を不断に図ることである。しかしながら，現下の急激且つ

大幅な弁護士人口のみの増大は，このような課題に応えるものでは決してない。むしろ，それは，

弁護士として当然求められるべき法的素養や専門知識の不足という質の低下を招くここととなり，

ひいては，かような弁護士によって，適切な選択が困難な市民に重大な損害を被らせる危険があ

るとともに，生活防衛のために人権擁護という使命を果たすことができない弁護士を大量に生じさ

せることになる虞が極めて高い。 

 省みれば，１９９７年の日弁連臨時総会において，司法試験合格者数を「１９９９年度から１０００

名程度に増加する」との９５年臨時総会決議の増員時期を「１９９８年度から」と１年早め，さらなる

増員は「２００２年１０月に３年にわたる１０００名増員の影響を調査，検証して決する」ことを決議

し，その旨を法曹三者で合意したはずである 。ところが，その後，かかる調査も検証も何ら行われ

ることのないまま，前述の２０００年１１月１日臨時総会決議が採択されてしまったのである。したが

って，法曹人口や弁護士人口の適正規模に関する調査・検証を終えるまでは，当面，上記９７年決

議の「１０００名」程度に戻すべきである 。 
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以上 

 以上を踏まえ，次のとおり提言するのが相当と思料する。 

（１）政府に対する提言 

  司法制度改革によって，従前の独立行政委員会司法試験管理委員会は廃止され，現在，司法

試験を所管するのは，法務省の内部に設置されている「司法試験委員会」である。 

 そこで，政府（法務省）は，直ちに，司法試験合格者数についての閣議決定の見直しに着手する

とともに，その適正規模についての調査・検証が完了するまでの間，当面の司法試験合格者数を

年間１０００人程度とすべきである。 

（２）日本弁護士連合会に対する提言 

 日弁連は，２０００年１１月１日の臨時総会において，審議会の法曹人口に関する意見を容認する

方向の決議を採択した。このため，日弁連の現執行部は，司法試験合格者数が年間３０００人とな

った段階で，順次，法曹人口増大による影響について検証するという姿勢でいる。しかしながら，こ

れでは，現に生じ，且つ，今後さらに深刻化しようとしている弁護士人口激増による諸問題に対処

することは遅きに失するといわざるを得ない。 

 そこで，日弁連に対して，司法試験合格者数を年間３０００人とする閣議決定の見直しを求めると

ともに，適正な法曹人口について独自に調査・検証を開始し，この問題について広く市民に訴え理

解を得る努力をすることを求めるべきである。
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